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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,611 29,865

受取手形及び売掛金 27,894 6,288

商品及び製品 1,746 849

仕掛品 2,097 183

原材料及び貯蔵品 2,745 1,698

ゲームソフト仕掛品 10,432 14,333

繰延税金資産 2,712 3,204

その他 2,949 4,927

貸倒引当金 △383 △48

流動資産合計 78,806 61,303

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  5,452 ※2  5,259

機械装置及び運搬具（純額） 66 43

工具、器具及び備品（純額） 943 823

レンタル機器（純額） 137 13

アミューズメント施設機器（純額） 2,892 2,251

土地 ※2  4,391 ※2  4,386

リース資産（純額） 1,258 965

建設仮勘定 74 305

有形固定資産合計 ※1  15,217 ※1  14,049

無形固定資産   

のれん 419 179

その他 3,154 3,048

無形固定資産合計 3,574 3,227

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  920 ※3  957

長期貸付金 90 0

繰延税金資産 1,425 1,339

破産更生債権等 870 909

差入保証金 5,672 5,266

その他 676 586

貸倒引当金 △1,042 △1,019

投資その他の資産合計 8,612 8,040

固定資産合計 27,404 25,318

資産合計 106,210 86,621

─ 46 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,682 3,477

短期借入金 ※2  15,766 ※2  13,211

1年内償還予定の新株予約権付社債 400 －

リース債務 492 578

未払法人税等 1,923 663

繰延税金負債 243 58

賞与引当金 2,091 1,318

返品調整引当金 313 90

その他 7,501 5,814

流動負債合計 38,415 25,211

固定負債   

長期借入金 ※2  5,067 ※2  4,355

リース債務 833 459

退職給付引当金 1,171 1,388

役員退職慰労引当金 406 －

繰延税金負債 － 4

その他 967 1,244

固定負債合計 8,445 7,453

負債合計 46,861 32,665

純資産の部   

株主資本   

資本金 33,039 33,239

資本剰余金 21,129 21,328

利益剰余金 17,000 17,262

自己株式 △8,015 △13,141

株主資本合計 63,152 58,689

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12 19

為替換算調整勘定 △3,790 △4,752

評価・換算差額等合計 △3,803 △4,732

純資産合計 59,349 53,956

負債純資産合計 106,210 86,621

─ 47 ─



②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 91,878 66,837

売上原価 55,052 42,339

売上総利益 36,825 24,497

返品調整引当金戻入額 91 222

差引売上総利益 36,917 24,720

販売費及び一般管理費 ※1, ※3  22,299 ※1, ※3  19,133

営業利益 14,618 5,587

営業外収益   

受取利息 902 411

受取配当金 21 26

その他 153 193

営業外収益合計 1,077 631

営業外費用   

支払利息 86 165

為替差損 882 171

貸倒引当金繰入額 162 2

持分法による投資損失 553 －

支払手数料 － 119

店舗閉鎖損失 － 121

その他 201 106

営業外費用合計 1,887 687

経常利益 13,808 5,530

特別利益   

貸倒引当金戻入額 115 70

賞与引当金戻入額 － 162

償却債権取立益 58 －

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 174 233

特別損失   

固定資産除売却損 ※2  44 ※2  76

投資有価証券評価損 13 5

減損損失 ※4  1,146 ※4  223

訴訟関連損失 126 152

店舗閉鎖損失 202 －

事業再編損 － ※5  4,182

その他 1 －

特別損失合計 1,534 4,639

税金等調整前当期純利益 12,448 1,124

法人税、住民税及び事業税 2,125 1,299

過年度法人税等 － △1,761

法人税等調整額 2,258 △582

法人税等合計 4,384 △1,043

当期純利益 8,063 2,167

─ 48 ─



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 32,626 33,039

当期変動額   

新株の発行 412 200

当期変動額合計 412 200

当期末残高 33,039 33,239

資本剰余金   

前期末残高 20,344 21,129

当期変動額   

新株の発行 411 199

自己株式の処分 0 0

株式交換による増加 372 －

当期変動額合計 784 199

当期末残高 21,129 21,328

利益剰余金   

前期末残高 11,631 17,000

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △546 △74

当期変動額   

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 8,063 2,167

当期変動額合計 5,915 336

当期末残高 17,000 17,262

自己株式   

前期末残高 △8,155 △8,015

当期変動額   

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 283 0

当期変動額合計 139 △5,125

当期末残高 △8,015 △13,141

株主資本合計   

前期末残高 56,447 63,152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △546 △74

当期変動額   

新株の発行 823 400

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 8,063 2,167

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 284 0

株式交換による増加 372 －

当期変動額合計 7,252 △4,389

当期末残高 63,152 58,689

─ 49 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 127 △12

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △140 32

当期変動額合計 △140 32

当期末残高 △12 19

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 △2,914 △3,790

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △875 △962

当期変動額合計 △875 △962

当期末残高 △3,790 △4,752

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △2,787 △3,803

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,015 △929

当期変動額合計 △1,015 △929

当期末残高 △3,803 △4,732

純資産合計   

前期末残高 53,660 59,349

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △546 △74

当期変動額   

新株の発行 823 400

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 8,063 2,167

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 284 0

株式交換による増加 372 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,015 △929

当期変動額合計 6,236 △5,318

当期末残高 59,349 53,956

─ 50 ─



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 12,448 1,124

減価償却費 4,143 3,368

減損損失 1,146 223

のれん償却額 481 229

貸倒引当金の増減額（△は減少） △198 △351

賞与引当金の増減額（△は減少） 43 △755

返品調整引当金の増減額（△は減少） △91 △222

退職給付引当金の増減額（△は減少） 119 216

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 34 △406

受取利息及び受取配当金 △923 △438

支払利息 86 165

為替差損益（△は益） 40 162

持分法による投資損益（△は益） 553 －

固定資産除売却損益（△は益） 44 76

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 13 5

償却債権取立益 △58 －

訴訟関連損失 126 152

事業再編損失 － 4,182

売上債権の増減額（△は増加） △14,933 20,897

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,345 1,095

ゲームソフト仕掛品の増減額（△は増加） △4,052 △5,545

仕入債務の増減額（△は減少） 2,945 △5,952

その他の流動資産の増減額（△は増加） △134 △230

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,104 △1,296

役員賞与支払額 △84 △84

その他 △701 225

小計 △192 16,839

利息及び配当金の受取額 948 335

利息の支払額 △88 △167

訴訟関連損失の支払額 △126 －

法人税等の支払額 △1,092 △2,687

営業活動によるキャッシュ・フロー △551 14,320

─ 51 ── 51 ── 51 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,419 △1,693

有形固定資産の売却による収入 24 0

無形固定資産の取得による支出 △964 △289

投資有価証券の取得による支出 △12 △12

投資有価証券の売却による収入 4 －

貸付金の回収による収入 436 44

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△18 －

その他の支出 △118 △225

その他の収入 352 557

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,715 △1,618

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 15,000 －

短期借入金の返済による支出 △6 △2,555

長期借入れによる収入 4,400 －

長期借入金の返済による支出 △2,119 △711

リース債務の返済による支出 △334 △525

転換社債の償還による支出 △14,993 －

自己株式の売却による収入 1 0

自己株式の取得による支出 △144 △5,125

配当金の支払額 △2,147 △1,829

財務活動によるキャッシュ・フロー △342 △10,747

現金及び現金同等物に係る換算差額 △845 △751

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,454 1,203

現金及び現金同等物の期首残高 32,763 28,611

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 302 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  28,611 ※1  29,815

─ 52 ── 52 ── 52 ─







































































２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,578 16,608

受取手形 46 427

売掛金 ※1  14,642 ※1  5,983

商品及び製品 1,449 676

仕掛品 1,144 136

ゲームソフト仕掛品 8,518 13,660

原材料及び貯蔵品 2,632 1,206

前渡金 301 97

前払費用 816 1,067

繰延税金資産 2,634 2,853

関係会社短期貸付金 1,344 600

未収入金 ※1  1,554 ※1  483

その他 678 398

貸倒引当金 △798 △738

流動資産合計 49,544 43,463

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 471 473

構築物（純額） 1 1

機械及び装置（純額） 44 32

車両運搬具（純額） 13 8

工具、器具及び備品（純額） 667 620

レンタル機器（純額） 137 13

アミューズメント施設機器（純額） 2,892 2,251

土地 0 0

リース資産（純額） 1,258 965

有形固定資産合計 ※2  5,486 ※2  4,365

─ 87 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

無形固定資産   

商標権 7 5

ソフトウエア 1,664 1,418

ソフトウエア仮勘定 190 180

オンラインコンテンツ 52 117

オンラインコンテンツ仮勘定 1,006 1,225

のれん － 26

その他 16 16

無形固定資産合計 2,938 2,990

投資その他の資産   

投資有価証券 920 957

関係会社株式 23,592 23,548

その他の関係会社有価証券 643 553

長期貸付金 88 －

関係会社長期貸付金 2,630 1,350

破産更生債権等 870 909

長期前払費用 19 74

繰延税金資産 1,370 999

差入保証金 ※1  6,642 ※1  6,381

その他 281 261

貸倒引当金 △3,600 △1,133

投資損失引当金 △553 △553

投資その他の資産合計 32,905 33,348

固定資産合計 41,330 40,704

資産合計 90,874 84,168
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 481 381

買掛金 1,963 1,777

1年内償還予定の新株予約権付社債 400 －

短期借入金 15,000 12,500

リース債務 492 578

未払金 3,520 2,932

未払費用 1,168 1,228

未払法人税等 185 405

未払消費税等 284 118

前受金 960 857

預り金 170 212

賞与引当金 1,685 1,176

返品調整引当金 313 90

その他 2 3

流動負債合計 26,629 22,263

固定負債   

長期借入金 3,000 3,000

リース債務 832 459

退職給付引当金 1,166 1,381

役員退職慰労引当金 403 －

その他 486 813

固定負債合計 5,888 5,653

負債合計 32,517 27,916
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 33,039 33,239

資本剰余金   

資本準備金 12,914 13,114

その他資本剰余金 8,214 8,214

資本剰余金合計 21,129 21,328

利益剰余金   

繰越利益剰余金 12,498 14,856

利益剰余金合計 12,498 14,856

自己株式 △8,015 △13,141

株主資本合計 58,651 56,283

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △293 △31

評価・換算差額等合計 △293 △31

純資産合計 58,357 56,251

負債純資産合計 90,874 84,168
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

製品売上高 49,707 41,407

アミューズメント施設収入 13,509 11,985

売上高合計 63,217 53,393

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 1,504 1,351

当期製品仕入高 13,092 11,684

当期製品製造原価 18,523 13,394

小計 33,120 26,429

製品他勘定振替高 ※2  3,628 ※2  2,318

製品期末たな卸高 1,351 676

製品売上原価 28,140 23,434

アミューズメント施設収入原価 12,887 11,068

売上原価合計 41,028 34,502

売上総利益 22,189 18,890

返品調整引当金戻入額 91 222

差引売上総利益 22,280 19,113

販売費及び一般管理費 ※3, ※4  13,054 ※3, ※4  11,992

営業利益 9,226 7,120

営業外収益   

受取利息 ※1  662 ※1  189

受取配当金 21 41

その他 107 168

営業外収益合計 790 399

営業外費用   

支払利息 27 129

為替差損 578 277

支払手数料 － 117

店舗閉鎖損失 － 121

貸倒引当金繰入額 250 141

その他 158 23

営業外費用合計 1,015 810

経常利益 9,002 6,709
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 146 156

賞与引当金戻入額 － 162

償却債権取立益 58 －

移転価格税制調整金 － ※9  2,280

特別利益合計 205 2,599

特別損失   

固定資産除却損 ※5  40 ※5  68

投資有価証券評価損 ※6  2,126 ※6  278

減損損失 ※7  280 ※7  209

投資損失引当金繰入額 553 －

訴訟関連損失 － 152

店舗閉鎖損失 202 －

事業再編損 － ※8  3,838

特別損失合計 3,202 4,547

税引前当期純利益 6,005 4,762

法人税、住民税及び事業税 92 1,268

過年度法人税等 － △846

法人税等調整額 2,067 151

法人税等合計 2,160 573

当期純利益 3,845 4,189
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 32,626 33,039

当期変動額   

新株の発行 412 200

当期変動額合計 412 200

当期末残高 33,039 33,239

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,503 12,914

当期変動額   

新株の発行 411 199

当期変動額合計 411 199

当期末残高 12,914 13,114

その他資本剰余金   

前期末残高 7,841 8,214

当期変動額   

新株の発行 △0 －

自己株式の処分 0 0

株式交換による増加 372 －

当期変動額合計 373 0

当期末残高 8,214 8,214

資本剰余金合計   

前期末残高 20,344 21,129

当期変動額   

新株の発行 411 199

自己株式の処分 0 0

株式交換による増加 372 －

当期変動額合計 784 199

当期末残高 21,129 21,328

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 10,801 12,498

当期変動額   

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 3,845 4,189

当期変動額合計 1,697 2,357

当期末残高 12,498 14,856

利益剰余金合計   

前期末残高 10,801 12,498

当期変動額   

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 3,845 4,189

当期変動額合計 1,697 2,357

当期末残高 12,498 14,856
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △8,155 △8,015

当期変動額   

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 283 0

当期変動額合計 139 △5,125

当期末残高 △8,015 △13,141

株主資本合計   

前期末残高 55,617 58,651

当期変動額   

新株の発行 823 400

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 3,845 4,189

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 284 0

株式交換による増加 372 －

当期変動額合計 3,034 △2,367

当期末残高 58,651 56,283

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △106 △293

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △187 262

当期変動額合計 △187 262

当期末残高 △293 △31

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △106 △293

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △187 262

当期変動額合計 △187 262

当期末残高 △293 △31

純資産合計   

前期末残高 55,510 58,357

当期変動額   

新株の発行 823 400

剰余金の配当 △2,148 △1,831

当期純利益 3,845 4,189

自己株式の取得 △144 △5,125

自己株式の処分 284 0

株式交換による増加 372 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △187 262

当期変動額合計 2,846 △2,105

当期末残高 58,357 56,251
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平成21年６月18日

株 式 会 社 カ プ コ ン 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社カプコンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社カプコン及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ら た 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  濱     滋  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  上  眞  人  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社カプコ

ンの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社カプコンが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成22年６月18日

株 式 会 社 カ プ コ ン 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社カプコンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社カプコン及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ら た 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  濱     滋  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  善  塲  秀  明  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社カプコ

ンの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社カプコンが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成21年６月18日

株 式 会 社 カ プ コ ン 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社カプコンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第30期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社カプコンの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

あ ら た 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  濱     滋  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  上  眞  人  ㊞

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成22年６月18日

株 式 会 社 カ プ コ ン 

取 締 役 会 御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社カプコンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第31期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社カプコンの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

あ ら た 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  濱     滋  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  善  塲  秀  明  ㊞

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月21日 

【会社名】 株式会社カプコン 

【英訳名】 CAPCOM CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 辻 本 春 弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

（有価証券報告書および確認書には最高財務責任者として取

締役阿部和彦が記載されておりますが、取締役阿部和彦は有

価証券報告書に関して代表者に準ずる責任を有しており、取

締役小田民雄は内部統制報告書に関して代表者に準ずる責任

を有しております。） 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区内平野町三丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



代表取締役会長辻本憲三、代表取締役社長辻本春弘および取締役小田民雄は、当社および当社の関係会

社の財務報告に係る内部統制の整備および運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報

告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準

の設定について（意見書）」（企業会計審議会 平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠

組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備および運用している。なお、内部統制は、内部統制の各基

本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとす

るものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見

することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

た。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行った。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社および当社の関係会社について、財務報告の信頼性に及

ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的

および質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社および連結子会社８社を対象として行った全社的

な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連

結子会社５社および持分法適用関連会社１社については、金額的および質的重要性の観点から僅少である

と判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる５事業拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大

きく関わる勘定科目として売上高、売掛金およびたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さ

らに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽

記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引

を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセ

スとして評価対象に追加している。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社および当社の関係会社の財務報告に係る内部統

制は有効であると判断した。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月21日 

【会社名】 株式会社カプコン 

【英訳名】 CAPCOM CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 辻 本 春 弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員 阿 部 和 彦 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区内平野町三丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長辻本春弘及び当社最高財務責任者阿部和彦は、当社の第31期(自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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